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大学進学率の トレン ド分析

一人 口生態学的モデルの可能性一

近藤 博之

1.は じめ に

わが国における大学進学率は昭和50年 代に入ってか らなぜ停滞 したのだろうか。この問題関

心から、これまでい く人かの研究者が大学進学率の時系列分析に取 り組んできた1>。 そこでは、

投資的な要因や消費的な要因に対応する変数が適宜に組み合わされ、進学率の推移をもっとも

よく説明する計量モデルが探索されてきた。そうした分析によると、大学進学率の動向は家計

所得 と大学教育費用の動きによってほぼ説明できるとされている。たとえば、荒井(1990)は

教育投資論 と消費者需要論の どちらがより有効であるかを比較検討 し、後者の考え方がわが国

の現実に近いことを説得的に論証 している。藤野(1986)も 、前年度の進学率をモデルのなか

に組み込むという設定でほぼ同様の結論を得ている。他方、金子(1986)は 教育投資の期待収

益を評価する点で荒井や藤野とは少 し異なるが、それでも昭和50年 代に入って進学率が伸び悩

んだ原因を彼 らと同じく経済活動の停滞に求めている。

経済学的な理解を背景とする限 りいずれも申し分のない分析 と言えるが、 しかし進学率の変

化に対する関心はそれらの分析によって完全に満たされるわけではない。教育投資論にしろ、

消費者需要論にしろ、経済学的な観点からの実証分析は経済行動のミクロな理論から導出され

た一般的な仮説を検証するために時系列データをく素材〉として用いているに過 ぎず、時系列

データそれ自体を歴史的な情報を含んだ〈対象〉として扱っているわけではないからである。

極端に言えば、各時点のデータを互換可能なものとみなしておりトレン ドの生成を説明しよう

とする指向は弱い。

そのように考 えると、従来の分析に対 しては素人目にもいくつかの疑問点が浮び上がって く

る。分析の対象がなぜ トレン ドの安定した期間に限られるのか、変数の選択がなぜ経済的要因

ばか りなのか、大学進学率の定義になぜ当該年の高校卒業者ではなく3年 前の中卒者を分母に

とった通常の算式が用いられるのか。 これらの疑問はこういうことである。た とえば、昭和36

年度の中卒者における大学進学率は同年齢人 ロベースで26.6%、 高卒老ベースで46.0%と 、そ
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の当時 としては異常に高い値 となっていた。教育人 口の動態を調べればす ぐに明らかとなるの

だが、これはその年度に進学 したコーホー トの人 口規模が小さかったからで経済的な要因はこ

の動きにほ とんど関係がない。そうした出生数の増減が他の年度の進学率にも反映されている

のはまず間違いのないところだろう。それにも関わ らず、従来の分析は人 口規模を考慮 しない

でも大学進学率の動向をほぼ完壁に説明している。 これはどこかが間違っているのではないだ

ろうか。

経済的な要因だけでも高い説明力が得 られるのは各々の変数が類似の トレソ ドをもつためで

あるが欲3年 前の中卒者数を分母にとった進学率を用いることがその傾向に拍車をかけてい

る。 というのも、その場合は大学定員数の滑 らかな増減を反映するのみで高卒者数の変動に伴

う人 口圧の影響はほ とん ど捨象 してしまうからである。そうした円滑な推移に経済変数の動き

を対応させれば説明力が高 くなるの も当然だろう。そのように考えると、年々の授業料や家計

所得の動 きが3年 前の中卒者を分母にとった変数 とどうして リアルに関係するのか、その意味

で間延びした変数に対 し投資決定は進学時のt年 前になされると仮定 してt年 のラグを付ける

といった類の厳密さがなぜ必要 となるのか、これも疑問に思えて くる。

少な くとも、個人の選択や家計の行動を念頭に大学進学率の動向を分析 しようというときに

同年齢人 口の進学率を対象 とするのは適切ではない。基本的には高校生であった者が大学に進

むのだか ら、候補老である高卒者数を分母 とした進学率を用いるべきだろう。それは単年度の

集計では難 しいかも知れないが、筆者はすでに戦後教育世代の教育歴を中卒コーホー トごとに

推計 した資料をもっているので容易にこれを求めることができる3)。以下、そのデータを用い

て、中学卒業時点が昭和27年 度～昭和60年 度までのコーホー トを対象に大学進学率の推移を検

討 してみることにする。前半の2と3で は、従来の経済学的な理解を前提に変数効果の吟味を

行い、それによって大学進学率の趨勢がどこまで説明できるかを検討 してみる。そ して、後半

の4と5で は、経済学の理解によらない説明の仕方も可能であることを人口生態学的なモデル

を通 して示 してみる。時系列データの特徴を明確にし、それに相応 しいアプローチから新 しい

現実理解を提示するのが本稿のね らいである。

2.大 学進学率の規定要因

は じめにコーホー トの進学率をこれまで と同 じ枠組みで検討 してみる。説明変数 として用い

たのは、①家計所得の豊かさ、②大学教育の費用、③雇用市場における大卒の有利さ、④雇用

市場の全般的な好況度であり、いずれも手近な資料から用意 した4)。まず、家計所得は都市勤

労世帯の月当た り平均実収入で捉えることとし、豊かさの相対的な度合いを測るためにそれを

月平均の食料費支出額で除したものを用いた。つぎに、大学教育の費用は私立大学の授業料 と

入学金の合計額で代表させることとし、その変動を生活実感に合わせるために同じく食料費支

出額で割ったものを用いた。これらは大学教育に対する需要を消費的な観点から捉 らえた とき
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の要因に対応 している。他方、投資的な観点からは労働市場における大卒の価値を評価 した変

数が必要 となるが、わが国の場合はこの影響が一般に弱いということなので、ここでは単純に

大卒者 と高卒者の初任給格差を都市勤労世帯の平均実収入で割ったものを用いている。また、

必ずしも投資的な意味に限定されるわけではないが、雇用市場が悪化 しているときには進学の

モチベーションが高まると予想されるので5)、市場の好況度を一般雇用者の求人倍率で反映さ

せることにした(こ れ ら2つ の変数には1年 のラグが付けてある)。経済的な要因を指数の形

で表わ したこれらの変数はもちろん精密なものとは言えないが、経済変数が重要であればこれ

でも十分に用は足 りるだろう。

他方、経済学的な理解に対抗する変数として、⑤各コーホー トにおける高校卒業者の規模(1

万人単位)を 付け加えることにした。この変数を導入 したのは、人口数に比して定員数が多 く

なればいつでも進学率が高 くな り、逆 に定員数の伸びに比 して人口数が多 くなれば進学率は抑

制されるという人口圧に関する仮説を検証するためである。明らかに、この仮説は 「わが国に

おける大学教育の需要は潜在的のみならず顕在的にも高い水準を維持 してきたゴ という仮定の

うえに立っている6)。この他にも、国の高等教育予算に占める育英事業費の割合(供 給側の要

因に対応する)、親世代の職業構成や学歴構成(教 育需要の社会的背景に関わる)な どを考慮

したが、多重共線性が発生するのと現実にそれほど有力な説明力を示 さなかったことから、今

回の分析では検討を見合わせることにした。もちろん、 これらの変数が無意味 ということでは

ない。もう少 し正確なデータが長期にわたって得 られるなら教育制度の発展過程について社会

学的な仮説を確かめることもできるだろう。 しかし、ここでは経済的な変数に焦点を絞って検

討を進めることにする。

実際の分析では、 これらの説明変数に対数変換を施 しつぎの重回帰モデルを当てはめた。

(1)Yt;a十 Σjbjln(Xjt)十et

説明変数を対数変換 したのは、各要因 と進学率 との間に特別の関数型を想定 したか らという

よりも、こうするとbl=∂Y/(∂Xj/Xj)と なって、推定された回帰係数blの 値をXjの1%増

に対するYのbj%増 として読むことができるからである。授業料関係の資料が昭和35年 以降

に限られるので、分析は昭和32年 の中卒コーホー トから昭和60年 の中卒コーポ トまで29年 度分

となったが、その結果は表1に 示す通 りである。

ほぼ予想通 りの結果が得られているが、DW値 の大 きさからは男女 とも系列相関の存在が示

唆されている。 とくに女子においてその傾向が強い。 これが甚だしい場合は変数効果の検定が

信頼できないもの となるので、ここでは通常の最小二乗法(OLS)に よる推定結果 と、データ

から系列相関の強さρを推定 しその影響を除去 した ときの推定結果 とを併記 してお くことに

する。 これは、つぎの誤差相関を同時に考慮 してパラメータを推定 し直 したものである。

(2)et=ρet_1十Ut



96

表1.大 学進学率の重回帰分析

男子 女子

変数＼推定

定数

所得

費用

初任給

市場

規模

2

W

R

D

^
ρ

OLS HL

0.539**1.102**

0.1360.354**

一 〇.089-0.217**

一 〇
.225**一 〇.067

-0
.001-0.056**

一 〇
.177**一 〇.206**

0.809

1.694+

0.713

2.428+

0.583

OLS HL

一 〇
.098**一 〇.030

0.185**0,163**

一 〇
.051*一 〇.043

-0
.020-0.002

-0 .013-0.010

-1
.384E-065.095E-07

0.896

0.610++

0.393

1.065+

0.795

+系 列 相関は不 定/++系 列 相関 あ り

*p< .05/**pく.01/n=29

ρの推定にはヒル ドレス=ル ーの反復法(HL)を 用い、それよりYとXの 準階差Y釈=Yt一 ρ

Yt.1)とX数=ln(Xjt)一 ρln(Xl ,t-1))を 求めてOLSを 当てはめた飛(2)のutは 回帰分

析の通常の仮定を満たす誤差項である。

まず、所得と費用に注目してみると男女 とも相対的に大きな値 となっており、符号も所得は

プラス、費用はマイナスと予想通 りの結果になっているのが分かる。 コーホー トの進学率にお

いても従来の経済学的な説明が支持されているとみてよいだろう。 とくに男子においてそれが

妥当するようである。女子の場合 も所得に有意な効果がみられるが、男子ほど強いものではな

い。つぎに、雇用市場に関する変数は男子においてのみい くらか有意な結果が得 られている。

ただ し、初任給の場合は符号がマイナスとなっているので期待通 りというわけではない。 これ

に対 して、 もう一つの変数である市場の好況度は景気が悪いときほど大学に進学するという結

果になっており、わが国でも大学進学が一種の避難所 としての意味をもってきたことが示唆さ

れている。つぎに、高校卒業者の規模は男子で有意なものの女子ではまった く効果が認められ

ないという結果になっている。恐 らく、女子の大学進学率が候補者数の伸びに関わらずきわめ

て低い水準を推移 してきたためであろう。系列相関が高いことと合わせて、女子の場合は男子

とは異なる説明様式が必要なのかもしれない。

ともか く、ここでは教育需要に関わる経済変数が一定の有効性を示 していることから、わが

国の大学進学率は男女 とも昭和30年 代から今 日まで基本的には家計所得 と大学教育費用の変動

に即 して動いてきたと捉えておくことにしよう。
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3.進 学環境 の構造 変化

大学進学率の推移が主 として教育需要を規定する要因によって リー ドされて きた として、で

はこの間に進学環境の構造的な変化はなかったのだろうか。 これまでのところ、そうした構造

変化を吟味 した例は案外 と少ない。それは、先にも述べたように従来の分析が時系列データを

歴史的な文脈から切 り離 し、基本的に互換可能なもの として扱ってきたか らである。大学進学

環境の変化を跡づけるために、 ここで改めて トレソ ドの変調を吟味 してみることにしよう。

まず、所得 と費用 と規模を説明変数 とした式を用いて各変数の効果に時代的な変化がなかっ

たか どうかをチ ョウ(Chow)テ ス トによって検討 してみる。 これは全期間を前期 と後期に二

分 した ときに、 どの時点で区切るのが最 も適当であるかをF値 やAICを 手掛 りにして捜索する

方法である。図1が その様子を表わしているが、男女 とも中卒時点で昭和47年 前後が最小の値

となっているのが分かる。大学進学の年度が昭和50年 以降 となるこの辺 りの時期がやは り環境

変化の境 目なのだろう。
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図1.構 造 変 化 の チ ョウ ・テ ス トーAICの 値 一

っぎに、昭和46/47年 を境に中卒コーホー トを二分 し変数効果にどんな違いがあるのかを吟

味 してみることにしよう。表2が その結果である。ここでは昭和46年 以前の中卒コーホー トを

0、 昭和47年 以降の中卒コーホー トを1と したダミー変数(時 期)を 追加 し、前期 と後期の違

いを拾い上げている。ダミー変数の効果は男子において有意なものの女子ではそうではない。

チ ョウ ・テス トの結果に示されていたように、女子の場合は前期 と後期の違いがそれほど劇的

ではな くほぼ同じ水準で推移 してきたからである。問題は所得や費用の効果が前期と後期でど

う変化 しているかだが、これは時期との相互作用を加味 して判断することができる。これも男
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子では明確な構造変化が観察できるものの、女子ではそれがみられない。この分析枠組みを前

提 とする限 り、女子の大学進学率は前期 ・後期 とも一貫 して家計所得の伸びが支えてきたとい

ってよいだろう。よって、後期における女子の進学率の停滞は何らかの構造変化によるという

よりも、単純に家計所得の伸び悩みに起因 していると解釈することができる。

表2.変 数効果の構造変化・)

(1)(2)(3) (4)

男子 定数

所得

費用

規模

時期

時期 ・所得

時期 ・費用

1～2

β

1.236**

0.259**

一 〇.147*

一 〇.225**

0.043*

0.654

0.710

0.303**0.278**

0,619**0.599**

0.0360.087

-0 .199**一 〇.207**

1。249**0.852**

一 〇
.812**

0.930

0.089

一 〇
.472**

0.925

-0 .097

0.235**

0,638**

0,098**

一 〇
.214**

1.209**

一 〇
.233**

一 〇
.517**

0.973

-0 .279

女子 定数

所得

費用

規模

時期

時期 ・所得

時期 ・費用

R2

β

一 〇.020-0.091-0.134

0.170**0,197**0.210**

一 〇
.071**一 〇.051-0.036

2.04E-051.64E-052.01E-05

0.025**0,1240.114

-0 .068

0.807

0.594

0.758

0.643

一 〇.056

0.759

0.650

一 〇.185

0.232**

一 〇.024

1,72E-05

0.182

-0 ,053

-0 ,050

0.678

0.707

a)い ず れ も準階差 を とった推定値

*p<
.05/**pく.01/n=29

他方、男子の場合は、所得の効果、費用の効果 ともに時期 との相互作用がマイナスの値 とな

っている。これは、それらの効果が前期 と後期で変化 したことを示 している。家計所得の豊か

さは一貫 してプラスの効果をもっているが、後期においてはそれに相互作用のマイナス効果が

加わるので トータルの効果は抑えられている。また、費用の方は前期においてそれほ ど有力な

要因 となっておらず、む しろ後期になってから新たな抑制要因 として付け加わったことが分か

る。このことから、経済学的な理解を背景とする限 り前期では所得の伸びが大学進学率を押上

げ、後期ではその所得効果が弱まったことと、大学教育の費用が高騰 したことが進学率の伸び
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を抑えたということになる。男子の場合に限 られるが、この結果も従来の理解を支持 している

ようにみえる。

しかし、何 らかの変数効果を時系列データから検証する場合は横断的なデータを扱 うとき以

上の注意が必要である。それは各時点のデータがわれわれの知 り得ないさまざまな関連を包含

しており、その関連を無視 して行われる統計的な推定を無意味なもの として しまうからである。

それだか らまた、つぎのような機械的な道具立てでもデータの変動は十分に説明されてしまう

のである(Yは 男子の大学進学率)。

(3)Yt=1.022十 〇.015Tlt十 〇.010T2t-0.019T3t十 〇.035×1t-0.213×5t

(0.230)(0.005)(0.014)(0.001)(0.199)(0.021)

R2=0.949,DW=1.85,()は 標 準 誤 差/n=34

ここでT1は 昭和27年 を1と して1年 ごとに1ず つ増えてい くダミー ・カウン ト変数、T2は

昭和46年 以前は0、 昭和47年 以降は1と したダミー変数、T3は 昭和46年 以前は0、 昭和47年

以降は1ず つ増えてい くダミー ・カウン ト変数である。また、X1は これまでと同じ所得変数、

X5は 高校卒業者の規模を表わすが、円滑な推移を示す所得は明らかに有効性を失い、その推

移に凹凸を含んだ規模のみが有意な変数 として残されている。このように時間的な変動を取 り

除いてしまえばたいていの変数は統計的な有意性を失って しまう。時系列データが横断的デー

タの代わ りに用いられているとするな ら、この種の時間変動を除去 してかかるのが無難だろう。

しかし、時系列データの特徴は もともと個々の値が時間とともにスムーズに推移 した り突然変

調 したりするところにあると考えるべきではないだろうか。そうであれば、時系列データを分

析する意義は個々の変数効果よりもむ しろ トレン ドそれ自体の解明に求められるべきなのであ

る。

では、 どんなメカニズムが大学進学率の トレン ドを生成 しているのか、これまでのアプロー

チに異議を唱えたわけであるから、それ とは別の角度でこの問題に迫ってみることにしよう。

4.人 口要 因の遅滞効果モデル

これまでは大学進学率の推移を個人の行動を念頭に検討 してきた。経済学的な理解は個人の

合理的な選択行動がマクロな現実を形作っていると仮定 しているからである。 したがって、家

計所得や授業料など個人の意思決定を左右する要因に変化の原因が求められた。 しか し、大学

進学率の動向を説明する様式はそれのみではない。マイヤー ら(1977)の 自己増殖モデル、ニー

ルセソとハナソ(1977)あ るいはキャロル(1981)の 人 口生態学的モデル、フェルソンとラン

ド(1978)の 社会指標モデル といったデモグラフィックなアプローチもマクロな観点からやは

り同 じ問題を追求 しているのである8)。彼 らの取 り組みも経済学者のミクロな説明と同様に正

当に評価されなければならないだろう。
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ところで、これまでの分析は進学率ばか りを問題にし、進学者数の予測からアプローチして

も同じ趨勢が捉えられるはずだ とは考えてこなかった。だが、進学率は進学者数を当該の年齢

人 口という既定数で割ったものであるから、年々の進学者数の大きさを何らかの観点から予測

することができれば、それはそれで進学率の推移を十分に説明 していることになるのである。

その場合は、3年 前の中卒者数を分母にとろうが、当該年の高卒者数を分母にとろうが、こと

の本質にはまった く関係がない。また、教育人口の規模が問題となるので個人水準では無視さ

れていた進学の制度的な側面も視野に入って くることになる。この見通 しから、ここでは各コー

ホー トの大学進学者数に対 して改めて時系列回帰分析9)を 行 ってみることにする。具体的に

は、時系列分析の一特殊技法である遅滞効果(laggedeffect)モ デルを用いて進学者数の時間

的な変動をモデル化 してみる。

計量経済学のテキス トによれば、説明変数のなかにラグのある内生変数を取 り込む意味は、

つぎのように説明されている。最も一般的なのは企業の投資決定や配当支出にみられるように

過年度の実績が後々の決定に持続的な影響力をもつ場合である。いま、 目的変数Ytが 外生変

数Xtの 遅れをともなった効果によってつぎのように生成されているとしよう。

(4)Yt=a十boXt十b1Xt-1十b2Xt-2十 ・・十bnXt-n十et

こうした例は教育の世界でも考えられないわけではない。教育制度の硬直性はつとに指摘され

るところであって、ひとたび作 り出された座席は人 口の減少があってもす ぐには廃止されない。

すなわち、ある時点で定員 として確保されている座席数には過年度における進学者数の規模が

反映されているのである。年々の進学率に対 して高校卒業者の規模が無視 しえない影響力をも

つことは既に明らか となっているので、ここでは遅れをともなう説明変数 として高校卒業者数

を置いてみることにしよう。性別が定員数に影響を及ぼす と考える必要はないので男女の合計

数を考えることにする。

もちろん過年度の影響力がいつまで も続 くことはあ り得ないので、時間が経過するにつれて

Xlの 効果は指数関数的に減少 してい くとしよう。た とえば、bj=bclと すれば(4)は つぎ

のように表わされることになる。

(5)Yt=a十bXt十bcXt-1十bc2Xt-2十 ・・十bcnXt-n十et

同様 に、Yt.1は つ ぎの ようにな る。

(6)Yt-1=a十bXt-1十bcXt-2十bc2Xt-3十 ・・十bcnXt-n一 ユ十et一 】

この式の両辺をc倍 し(5)か らさし引けば多 くの項が消えて、つぎの(7)に 帰着する。

(7)Yt=a*十bXt十cYt-1十e春

つまり、Yt-1は 外生変数であるXtの 時間遅れの効果を代理的に表わす変数 とみなせるのであ
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る。誤差項dが ランダムであればOLSに よるパラメータの推定が可能 となる。

他方、同じ式はまった く別の考え方からも導 くことができる。上の場合は、環境変化に対す

る反応主体の能動性をそれほど重視せず、ただ単に過去の影響が継続すると仮定 していた。そ

れに対 して、今度はそうした主体が一方における現実 と他方における目標あるいは理想 とのギ

ャップを積極的に解消する方向で行動すると考えてみよう。大学の定員管理を行っている文部

省をそうした主体 とみなすことができる。 このとき連続する時点間の進学者数の差は今期にお

ける最適値Y碧 と前期における実績値Yt.1と の差の関数 として(8)の ように表わされるだろ

う。φは反応主体の対応の素速さを表わ していると解釈できる。

(8)Yt-Yt-1=φ(Y誉 一Yt.1)十et

さらに、今期の最適値が予算の規模や施設の余裕あるいは進学希望者の数などの形で式(9)

のように外生的に与えられているとするなら、それを(8)に 代入することによってt期 の進

学者数は最終的に(10)で 与えられることになる。ラグ変数Yt-1の 係数(1一 φ)は 反応主体

の対応の鈍さすなわち組織の抵抗や硬直性を意味することになる。係数の意味解釈は異なるが、

重回帰式の形は(7)と まった く同じである。ニールセンとハナン(1977)は 、Y誉 を教育組

織の収容力(carrying .capacity)を表わす ものとみな し、こちらの発想か らアプローチ してい

る。教育段階が高 くなるほ ど組織が複雑 となり教育の単価 も高 くなるために、環境変化に対す

る適応が遅 くなるというのが彼らの立てた仮説である。

(9)Y誉=α 十 βXt

(10)Yt=φ α 十 φ βXt十(1一 φ)Yt.1十et

外生変数の持続的な効果に着 目した前老の理解は 「分布ラグ」モデル、反応主体の行動を問

題にする後者の理解は 「部分調整」モデル として区別されるが、いずれも時系列の変化を、恒

常的な推移を表わすパラメータと時点ごとの外生的な影響とから捉えているのが特徴である。

これらの発想が初めから時間的な変化を説明 しようとしている点は注意すべきだろう。では、

そうしたラグを含む回帰式によって大学進学者数の推移が どこまで説明できるだろうか。

5.ト レ ン ドの 再 解 釈

各年度の高校卒業者数X1と 経済的環境を反映 した雇用者所得X2(新SNA)を 外生変数にと

り、それにラグのある内生変数Yレ1を 説 明変数 として加えた ときの回帰分析の結果を表3に

示すことに しよう。 ここでは、誤差項の間に系列相関がないもの と仮定 しOLSか らパラメー

タの推定を行っている。実際に系列相関がなければ、推定されたパラメータ値はサンプル数に

規定された一定の偏 りをもつが、一致推定量であることは保証 されている。
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表3.遅 滞効果のあるモデル

(1) (2) (3) (4)

定数

Xlt

X2t

Yt-1

R2

2.232*一1,8972.205

(1.075)(1.301)(1.417)

0,078**

(0.018)

一 〇
.003

(0.097)

0.962**0.785**0.963**

(0.031)(0.049)(0.059)

0.9670.9790.966

一1
,548

(1.437)

0.080**

(0.019)

0.048

(0.079)

0.756**

(0.068)

0.978

()内 は 標準誤差
*p〈 。05/**p<.01/n=34

前年度の実績が説明変数に組み込まれた場合、所得の効果は明らかに有意ではない。 これに

対 して、高校卒業者数は統計的に有意な結果となっており人口学的な仮説が有望であるように

見える。すなわち、「年々の大学進学者数は当該年度 と過年度の高校卒業者数によって直接 ・

間接に規定されている」。あるいは、「当該年度の候補者数 と教育制度がもつ一定の慣性力によ

って決まっている」。この見方が正 しければ、大学進学率の動きをめぐる議論はもっと単純な

ものになるはずである。ただし、誤差項の間に系列相関がある場合は回帰係数の分散が小さめ

に推定されるので変数効果が過大に評価される危険性がある。 しかも、ラグ変数を含むモデル

で系列相関がある場合はOLSを 用いた推定がまった く無効になって しまうと指摘されている。

残念ながら、この状況で系列相関があるかどうかをDW値 によって判定することはできない。

したがって、これは系列相関がない と仮定 したときの結果であることに注意 しておこう。

OLSが 成 り立たない ときの系列相関の有無を検討する方法 としてはダービソのh一 テス トと

m一テス トがある。 とりあえず表3の モデル(2)を 採用 し、これらのテス トを当てはめてみ

よう。そ うすると、以下に示すようにh統 計量は0.812と な り標準正規分布の上側5%点(1.

645)を 下回ることがわかる。また、t期 の誤差をt-1期 の誤差に回帰させたときの係数を手

がか りとするmテ ス トでも、推定されたパラメータのt値 は0.701と なって、いずれも系列相

関の可能性が小さいことが示唆される。

・系 列 相 関 のhテ ス ト

h=ρT/(1-Tvar(b))=0.812<1.645

系 列 相 関 のmテ ス ト

et=bo+blXt+b2Yt.1+b3et.1よ り

b3の 推 定 値 は0.137(se.=0.195),t=0.701
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では、か りに系列相関があると仮定 したらどういうことになるのだろうか。念のために、そ

の場合の結果についても検討 してお く。そこでは誤差項の自己回帰を同時に考慮することにな

るが、これにはいささか面倒な手続きを踏まなければならない。ここでは比較的精度がよいと

されるウォリスの方法に従い、まずはXt.1を 操作変数 として自己相関係数ρを推定 し(0.78と

やや高めの値 となった)、 それを用いた一般化最小2乗 法(GLS)か らXtとYt-1の 効果を再推

定することにした。結果はつぎの通りである。

㈹に:=識鋤 響+戟

R2=0.976,()は 標 準 誤 差

このように、系列相関を考慮 しても高校卒業者数の影響が消え去ることはない。それは、候

補者1人 の増加につきその年度において0.15程 度の座席を創出するのである。さらにまた、前

年度の実績は1人 の増加につき0.39程 度の慣性力をもって次年度に伝えられているのが分か

る。先の表3の(2)で は、同じ値が0.08と0.78だ ったので、系列相関がある場合は制度的な

慣性に対する評価が小さくなり、反対に当該年度のXの 効果が大きくなるようである。

こうして、年々の大学進学者数は当該年度 と過年度の高校卒業者数から構成されることにな

るが、その関係は図2の ように示すことがで きる。右側に記 した数値は各々の効果を要約 した

ものである。[]の 数値は、高校卒業者数が毎年同じであると仮定 した状況のもとで、ある年

度の1人 の増加が制度内に最終的に生み出すであろう座席数を求めたものである。それは系列

相関のない場合であれば、現年度に0.078、 次年度に0。078×0.785、 次々年度に0.078×0.785

×0.785、 等々と制度の慣性力を通 して作 り出されてい く座席数の累計を表わ している。その

値は系列相関がないときで0.363、 系列相関があるときで0.246と なる。

系列相関

　誌函↑
X1

↑
X2

↑
Xt.1

↑
Xヒ

図2.毎 期の進学者数を生成するメ力ニズム

なし

0.0

あ り

0.780

0.7850.390

[0.363][0.246]

0.078 0.150
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このように、年々の大学進学者数は現在と過去の高校卒業者数の大きさによって規定されて

いる。まった く単純な見方だが、事実その通 りなのである。対象となった期間のすべてを通 し

て、「高校卒業者1人 当たりの座席創出効果は一定」「制度の慣性力も一定」と仮定しただけで

大学進学者数の動 きは十分に トレースできる。この考 え方が表面的には妥当であることを図3

に示 しておこう。言うまでもなく、その数を当該の年齢人口で割ったものが大学進学率 となる。

さらに、系列相関を仮定 した場合についても参考 までに トレン ドを描いてお くことにする。系

列相関が生じる原因は、主 として継続的な影響力をもつ隠れた変数がモデルから抜け落ちてい

ることに求められる。それが何であるかは特定できないが、雇用者所得が有意でなかったこと

から判断して恐らく経済変数ではないだろう。 トレソ ドの屈折点が昭和40年 代の後半にあるこ

とから、ここでは昭和40年 代の後半に大学進学に対する規範の変化が現われ、それ以降は自己

増殖的な方向に転化 したと読んでお くことにしよう。
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さらに、図4は 系列相関のない予測式を用いて各年度の進学老数を当該年度の高校卒業老数

が生み出した部分(規 模効果)と 制度的な慣性力が生み出した部分(慣 性効果)と に分解 して

みたものである。 こうしてみると進学者数の増加はほ とん どが制度の慣性力によっていること

がわかる。 とくに、昭和40年 代の進学者数の増加は、それ以前の高校卒業者数の増加効果を時

間遅れで反映 した もの と見ることができる。参考までに、図5に 高校卒業者数の推移もグラフ

で示 しておこう。高校卒業者数が安定 して くれば、当然、慣性効果による変動も落ち着いて く
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る。昭和50年 代以降に大学進学率が停滞 したのもマクロにはこうした背景から解釈することが

できる。近年になって大学進学者数はい くらか上昇ぎみに見えるが、これは恐 らく第2次 ベ

ビー ・ブームの影響を反映 したものだろう。

この分析で制度の慣性力 とみな したものが予想以上に安定 していることを強調 しておこう。

実際、中卒時点で昭和46/47年 を境に全体を二分 し同じ分析を当てはめてみると、高校卒業者

数の効果は前期で0,12、 後期で0.13、 前年度の進学者数の効果は前期で0.52、 後期で0.46と な

る。サンプル数が半減するのでパラメータの値は微妙に変わって くるが、この30余年に渡 って

ほぼ一定のメカニズムが作動 してきたとみな してよいだろう。とするならば、「昭和40年 代の

大学進学率の上昇は家計所得の相対的な豊かさを反映 し、昭和50年 代の停滞は所得の伸び悩み

と授業料の高騰か らもたらされた」 とするこれまでの理解は必ず しも常識とは言えないことに

なる。む しろ、「高校卒業者の安定 した教育需要を前提に、厳格な定員管理が微妙に変化する

大学進学率を形作ってきた」 と言ったほうが正 しいだろう。結局、媒介的なメカニズムが何も

考察されずに、ミクロ水準での日常生活的な実感がいわば総計的にマクロ水準に投影される場

合は要注意なのである10)。

6.結 び 一わが国の特徴について 一

最後に、フェルソン とラン ド(1978)が1947年 から1974年 までのアメリカの大学進学率を同

様の方法で分析 しているので彼我の違いについて簡単に触れてお くことにしよう。彼らの分析

には軍隊の人員規模 と公務員の職業的地位の変化率が統制変数 として含まれているので条件が

まった く同 じというわけではないが、高校卒業者数の回帰係数は0.304、 前年度の大学進学者

数の回帰係数は0.623と なっている。われわれの場合、前者が0.078、 後者が0.785で あるから、

アメリカの場合は当該年度の候補者数がよりス トレー トに進学者数に反映されていることにな

る。反対に、制度の慣性力(組 織の硬直性)は われわれの場合よりも小さい。さらに、就学者

数全体の変化を新入生の規模を統制 して前年度の就学者数に回帰させた式では、就学継続率を

意味する後者の係数が0.686と 大変低い値 になっている。 これは、アメリカの大学組織が労働

市場や兵役な ど大学外の代替的な活動に影響を受けやす く、年度ごとに柔軟な収縮を繰 り返 し

ていることを示唆するものだろう。それに比べれば、わが国の場合は進学および就学に代替す

る活動の影響力は弱 く、組織の制度的な硬直性は相当に高いもの と思われる。そのことは、さ

らに就学の継続率や卒業率を分析することによって示すことができるだろう。

ところで、 このように比較 してみると市場的な性格の強いアメリカの大学教育に当てはまる

分析枠組みが定員管理の行き届いたわが国の現実にそのまま当てはまるものなのか どうか、経

済学的な理解に立った従来の分析に対 しては新たな疑問が浮かび上がって くる。ここで結論め

いたことを述べることはできないが、教育社会学の研究の現状を踏まえて言えば、もう少 しマ

クロな視点やわが国の特徴に照準を定めた比較の関心を掘 り起こしてい く必要があるだろう。
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ただし、 どんなアプローチを採るにせよ人口規模が基礎的な変数 となることだけは銘記 してお

かなければならない。

注

1)時 系列データを用いた大学進学率あるいは志望率の分析は、天野(1983)、 菊池(1981,1982)、 矢 野

(1984)、 藤野(1986)、 金 子(1986)、 荒井(1990)、 小椋 ・若井(1991)な どが行っている。方法は

さまざまだが、いずれも経済学の理解が背景となっている。

2)時 系列データを用いた回帰分析ではたいていの場合、決定係数が大きな値となる。だが、そのことは

必ず しも変数効果の有意性を示 しているわけではない。例えば、Yt=a+bXt+etと いうモデルに

おいて、帰無仮説{b=0}と した ときの誤差etはYtが トレン ドをもつ以上、時間とともに増大す

る大きなものとなる。決定係数はその誤差の縮小程度を評価 したものであるから、Xtも また トレン

ドをもつ変数であれば、{b≠0}と したモデルの説明力は実質的な効果に関係なく必ず高 くなる。

統計的な検定はラソダム誤差を前提にしているから、変数効果を吟味するのであればもともとトレソ

ドを除去 してかかるのが適切なのである。 もっとも、どのような トレン ド除去(detrending)が 好 ま

しいかは、データがどのようなプロセスによって生成されているかに依存する。

3)筆 者は、わが国における戦後教育世代のライフコースを分析する目的から、「学校基本調査」によっ

て捉えられた進学、入学、中退、卒業などの人 口動態を年齢コーホー トごとに再集計する作業を行っ

た。いわば横断面の情報を縦断面の情報に組み替えたわけであるが、そうしたデータのもつ利点は、

結果とともに大阪大学教育社会学 ・教育計画論研究集録(第10号 、未刊)に 報告する予定である。

4)経 済変数については、『完結昭和国勢総覧第3巻 』(東 洋経済新報社1991年)か ら、14-7表(一 般 ・日

雇職業紹介状況)、14-33表(学 歴別初任給)、15-1表(都 市勤労世帯1ヵ 月間の家計収支)の 数値を

利用 した。後半の分析に用いた雇用者所得 も 『同総覧第1巻 』3-5表(国 民経済計算フロー編)か ら

採っている。また、大学教育費用は各年度版の 『教育年鑑』に記載されている私立大学の授業料およ

び入学金の合計額を引用 した。 もとになっているのは、文部省 『私立学校の財務状況に関する調査報

告書』である。

5)雇 用市場の悪化が進学のモチベーションを高める理由は、放棄所得が小さくなるために進学費用が軽

減されること(教 育投資論)、 大学が失業から逃れるための避難所 として選好されること(教 育需要

論)に ある。Walters(1984)は 、 この観点からアメリカにおける中等教育および高等教育進学率の

歴史的な推移を分析 している。それによると戦前期の中等教育のみが期待に整合する結果 となってお

り、そのことからWaltersは 、失業率が進学に関係するのは進学行動がまだ選択的である段階に限 ら

れると結論 している。

6)こ れまでになされた進学率の分析は貯蓄行動をほとんど視野の外に置いてきた。 しかし、「大学前の

子供のいる世帯は大学の教育費に備えて貯蓄に励み、大学生のいる世帯は貯蓄を切 り下げるか、取 り

崩す ことによって教育費を賄っている」(チ ャールズ ・ユウジ ・ホ リオカ他、1990)の が家計の通常

の姿であるとすれば、短期的な経済環境の動 きは進学行動にほとんど影響を与えないだろう。経済学

的な理解は果た して どこまでのリアリティをもつものなのか。

7)本 稿での分析は主として吉野 ・高橋(1990)のBLUEプ ログラムを用いた。

8)こ の他にもマクロ社会学的な観点か ら進学率の時系列分析を行っている例として、Smith(1982),
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RubinsonandRalph(1984),HageandGarnier(1992),SjerpvanderPloeg(1993)な どが あ る。

9)時 系 列 デ ー タ の 回帰 分 析 に 関 す る 方 法 お よび そ れ らの もつ 問 題 点 に つ い て は 、Wannacott=Wan-

nacott(1970),Johnston(1972),H玉bbs(1974),Maddala(1988),Ostrom(1990)な ど を参 照 の こ と。

また 、ARIMAモ デ ル を含 む時 系 列 分 析 の一 般 的 な知 識 に つ い て は、McDowalleta1.(1980),Got-

tman(1981),溝 口 ・刈 屋(1983)な ど を参 照 され た い。

10)昭 和50年 代 以 降 の経 済 環 境 の変 化 は大 学 進 学 者 の構 成 を高 所 得 層 に偏 らせ て い る か も しれ な い(樋 口,

1992)。 受 験 競 争 が 低 年 齢 化 し教 育 投 資 が増 大 して い る こ とを 考 えれ ば 大 い に あ りそ う な こ と と言 え

る。 しか し、 進 学 者 の 内 部 構 成 と進 学 率 の 全 体 的 な 趨 勢 とは別 の問 題 で あ る。 この 区 別 を 暖 昧 にす る

と前 者 に関 す る 日常 生 活 的 な実 感 が後 者 の理 解 に容 易 に入 り込 ん で しま う。
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DeterminantsofHigherEducationEnrollmentinJapan二1955-1988

研roy面.KOINDOσ

TheenrollmentrateinhighereducationinJapanincreaseduntilthemiddleofthe1970sand

hasbeenstagnantsincethen.Whatfactorsdeterminedthislong-termtrend?Themost

popularhypothesisassumesaneconomicchange..Itsaysthatthegrowthoffamilyincome

maintainedanupwardtrendinthefirsthalfperiodandtheriseofcollegetuitionsuppressedit

inthesecondhalf.Totestthishypothesis,Iexaminedaggregate-1eveldataoneachcohort

whichcompleted.juniorhighschoolduringtheyears1952-1985.

First,Iappliedsomeregressionanalyseswhereeconomicfactorsweretested.Ifoundthat

theyprovedtobeinvalidwheneverconsideringtimeasacontrollingvariableintheregression

equation.Thisisbecausetime-seriesdatasufferfromv3riouscorrelationswhichexaggerate

theeffectivenessofindependentvariables.Bycontrast,demographicvariablesexhibiteda

substantialeffectontheenrollmentrateunderanycondition.

Second,Iexaminedannualenrollmentratesfromadelnographicperspective.Ispecifiedit

asafunctionoftwoinflowvariables:theIlumberofhighschoolgraduates(exogenous)3ndthe

numberofcollegeenrollmentinthelastyear(endogenous).Wecaninterpretthecoefficient

ofthelattervariableasaproxyforlagged-effectoftheformerorasanindexoftheinstitutional

resistancetochange.Thisspecificationcapturedthe.dynamicsofenrollmentinhigher

educationinJapanverywe11.

Third,IcomparedourresultswiththeirequivalentsintheUnitedStates.Accordingto

expectation,theexogenouseffectwaslnuchwea隼erandtheendogenousonemuchstronger

intheJapanesecase.ThissuggeststhattheinstitutionalorganizationofJapanesehigher

eduρationhascontrolledseatillgcapacityinarigidmanner,andastronginertiaisresultipg.

Throughtheseexaminations,Istressed .institutionalstability.Asamatteroffact,the

demographicfactorcouldreproducethetrendofhighereducationenrollmentinJapan

consistentlywithoutanyassuロ1ptionofastructuralchangebasedoneconomiccircumstances.


